
中医協 総－8－1  

18． 2．15  

薬価算定の基準について（案）  

第1章 定義  

1 薬価   

薬価とは、保険医療機関及び保険薬局（以下「保険医療機関等」とい  
う。）が薬剤の支給に要する単位（以下「薬価算定単位」という。）あたり  

の平均的な費用の額として銘柄毎に定める額をいう。   

ただし、複数の薬剤について、次のいずれかに該当する場合には、別の  

銘柄として薬価算定は行わない。  

（1）組成（有効成分又は有効成分の組合せ及びその配合割合をいう。以下   

同じ。）、剤形、規格及び薬事法（昭和35年法律第145号）第14条   

第1項又は第19条の2第1項の規定に基づく承認を受けた者（以下「   

製造販売業者」という。）の全てが同一である場合  

（2）組成、剤形及び規格が同一であって、製造販売業者が異なる薬剤のう   

ち、当該製造販売業者の関係が次のいずれかの要件を満たす場合   

イ 薬事法施行規則（昭和36年省令第1号）第69条（同規則第11   

1条において準用する場合を含む。）の規定における承認取得者と承認  
取得者の地位を承継する者の関係であったこと。   

ロ 「医薬品等の製造（輸入）承認の取扱いについて」（昭和61年薬発  

第238号）に規定する既承認取得者と承認申請者の関係であったこ  

と。   
ハ 「医薬品等の製造承認、輸入承認及び外国製造承認の取扱いについ  

て」（昭和62年薬発第821号）に規定する既承認取得者と承認申請  

者の関係であったこと。  

（3）組成、剤形及び規格が同一の日本薬局方収載医薬品、生物学的製剤基   

準収載医薬品、生薬その他の薬剤であって、当該薬剤の保険医療機関等   

における使用状況、購入状況その他の状況からみて、製造販売業者の違   

いに応じ別に薬価を定める必要性が乏しいと認められる場合  
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2 一日薬価   

一日薬価とは、薬事法第14条第1項又は第19条の2第1項の規定に  

基づき承認された用法及び用量（以下単に「用法及び用量」という。）に従  

い、通常最大用量を投与した場合における一目あたりの平均的な費用の額  

をいう。  

3 一日通常最大単位数量   

一日通常最大単位数量とは、用法及び用量に従い、通常最大用量を投与  

した場合における薬価算定単位あたりの一日平均の数量をいう。  

4 投与形態  

投与形態とは、内用、注射又は外用をいう。  

5 剤形区分   

剤形区分とは、別表1に定める投与形態及び剤形の類似性に基づく薬価  

算定上の剤形の区分をいう。  

6 薬価収載   

薬価収載とは、当該銘柄について、薬価に係る厚生労働大臣告示を定め  

ることをいう。  

7 薬価改定   

薬価改定とは、厚生労働省が実施する薬価調査の結果に基づき、薬価に  

係る厚生労働大臣告示を全面的に見直すことをいう。  

8 新規収載品  

新規収載品とは、新規に薬価収載される銘柄をいう。  

9 新薬   

新薬とは、次の各号に掲げる新規収載品をいう。  

イ 薬事法第14条の4第1項（同法第19条の4において準用する場合   

を含む。）の規定に基づき厚生労働大臣の再審査を受けなければならない  

－ 2 －   



とされた新規収載品  

口 組成、投与形態及び製造販売業者が同一（共同開発されたものについ   

ては、製造販売業者が同一のものとみなす。）の既収載品（イに規定する   

新規収載品として薬価収載されたもの（薬価収載された後、薬価基準か   

ら削除されたものを含む。）に限る。）がある新規収載品  

10 新規後発品  

新規後発品とは、新薬以外の新規収載品をいう。  

1、1汎用新規収載品   

汎用新規収載品とは、次の新規収載品のうち、有効成分量を基に計算し  

た年間販売量（以下単に「年間販売量」という。）が、規格別にみて最も多  

くなると見込まれる規格のものをいう。  

イ 組成、剤形区分及び製造販売業者が同一であって、規格が異なる類似   

薬（15に定義する類似薬をいう。）がない新規収載品  

口 組成、剤形区分及び製造販売業者がイの新規収載品と同一であって、   

規格が異なる新規収載品（効能及び効果が類似するものに限る。）  

12 非汎用新規収載品  

非汎用新規収載品とは、汎用新規収載晶以外の新規収載品をいう。  

13 既収載品  

既収載晶とは、既に薬価収載されている銘柄をいう。  

14 汎用規格   

汎用規格とは、組成及び剤形が同一の類似薬（15に定義する類似薬をい  

う。）の年間販売量を、規格別にみて、最もその合計量が多い規格をいう。  

ただし、新規後発品の薬価算定においては、同一剤形区分内における剤形  

の違いは考慮しない。  

15 類似薬  

類似薬とは、次の既収載品をいう。  

イ 既収載品のうち、次に掲げる事項からみて類似性があると認められる  
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もの。ただし、新規後発品の薬価算定においては、同一剤形区分内にお  

ける剤形の違いは考慮しない。  

（イ）効能及び効果  

（ロ）薬理作用  

（ハ）組成及び化学構造式  

（ニ）投与形態、剤形区分、剤形及び用法  

ロ 新薬の薬価算定においては、イに規定する既収載品について、新薬と   

して薬価収載されたものに限るものとする。ただし、既収載晶に類似性   

があると認められる新薬がない場合であって、必要と認められるときは、   

イに規定する既収載晶のうち新規後発品として薬価収載されたもの以外   

の既収載品を含むものとする。  

16 最類似薬   

最類似薬とは、汎用規格の類似薬のうち、類似薬を定める際に勘案する  

事項（新規後発品の薬価算定においては、同一剤形区分内における剤形の  

違いは考慮しない。）からみて、類似性が最も高いものをいう。   

ただし、複数の類似薬を組み合わせた場合が最も類似性が高いと認めら  

れるときは、当該類似薬の組合せを最類似薬とする。  

17 薬理作用類似薬   

薬理作用類似薬とは、類似薬のうち、次の要件を全て満たす既収載品を  

いう。  

イ 同一の効能及び効果を有するものであって、当該効能及び効果に係る   

薬理作用が類似していること。  

ロ 投与形態が同一であること。  

18 比較薬  

比較薬とは、新規収載品の薬価算定上の基準となる既収載品をいう。  

19 剤形間比   

剤形問比とは、剤形が新規収載品と同一の汎用規格の既収載品及び剤形  

が比較薬と同一の汎用規格の既収載品（剤形が新規収載品と同一の当該既  

収載品と組成及び製造販売業者が同一であるものに限る。）との、有効成分  

の含有量あたりの薬価の比をいう。  
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20 類似薬効比較方式（Ⅰ）   

類似薬効比較方式（Ⅰ）とは、次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に  

規定する額を新規収載品の薬価とする算定方式をいう。  

イ 当該新規収載品と比較薬の剤形区分が同一である場合  

当該新規収載品の一日薬価と、類似する効能及び効果に係る比較薬の   

一日薬価とが同一となるように算定された、当該新規収載品の薬価算定   

単位あたりの費用の額  

ロ 当該新規収載品と比較薬の剤形区分が異なる場合  

当該新規収載品の一日薬価と、類似する効能及び効果に係る比較薬の   

一日薬価とが同一となるように算定された、当該新規収載品の薬価算定   

単位あたりの費用の額に、類似薬の剤形間比（剤形間比が複数ある場合   

には最も類似性が高い類似薬の剤形間比とし、類似薬に剤形間比がない   

場合には1（必要があると認められる場合は、剤形区分間比（19中「剤   

形」とあるのを「剤形区分」と読み替えたものをいう。））とする。）を乗   

じた額  

21 類似薬効比較方式（Ⅱ）   

類似薬効比較方式（Ⅱ）とは、当該新規性に乏しい新薬の主たる効能及び  

効果に係る薬理作用類似薬（汎用規格のものに限る。この号において同  

じ。）を比較薬とし、次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に規定する額  

を新薬の薬価とする算定方式をいう。   

なお、次の各号に規定する期間については、当該新薬が薬事法第14条  

第1項又は第19条の2第1項の規定に基づく承認を受けた目の前日から  

起算して計算する。  

（1） 過去10年間に薬価収載された薬理作用類似薬がある場合  

イ 当該新薬の一日薬価と次のいずれか低い額とが同一となるように算   

定された、当該新薬の薬価算定単位あたりの費用の額  

（イ）過去10年間に薬価収載された薬理作用類似薬について、当該新  

薬と類似する効能及び効果に係る一日薬価を相加平均した額  

（ロ）過去6年間に薬価収載された薬理作用類似薬の当該新薬と類似す  

る効能及び効果に係る一目薬価のうち、最も低い一日薬価  

ロ イにより算定される額が、類似薬効比較方式（Ⅰ）により算定され   

る額を超える場合には、イに関わらず、当該新薬の一日薬価と類似薬  
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効比較方式（Ⅰ）により算定される額及び次のいずれかのうち最も低  

い額とが同一になるように算定された、当該新薬の薬価算定単位あた  

りの費用の額  

（イ）過去15年間に薬価収載された薬理作用類似薬について、当該新   

薬と類似する効能及び効果に係る一日薬価を相加平均した額  

（ロ）過去10年間に薬価収載された薬理作用類似薬の当該新薬と類似   

する効能及び効果に係る一日薬価のうち、最も低い一日薬価  

（2） 過去10年間に薬価収載された薬理作用類似薬がない場合  

イ 当該新薬の一日薬価と、直近に薬価収載された薬理作用類似薬の当   

該新薬と類似する効能及び効果に係る一日薬価とが、同一となるよう   

に算定された、当該新薬の薬価算定単位あたりの費用の額  

ロ イにより算定される額が、類似薬効比較方式（Ⅰ）により算定され   

る額を超える場合には、イに関わらず、当該新薬の一日薬価と類似薬   

効比較方式（Ⅰ）により算定される額及び次のいずれかのうち最も低   

い額とが同一になるように算定された、当該新薬の薬価算定単位あた   

りの費用の額  

（イ）過去20年間に薬価収載された薬理作用類似薬について、当該新   

薬と類似する効能及び効果に係る一日薬価を相加平均した額  
（ロ）過去15年間に薬価収載された薬理作用類似薬の当該新薬と類似   

する効能及び効果に係る一日薬価のうち、最も低い一目薬価  

22 原価計算方式  

・原価計算方式とは、薬価算定単位あたりの製造販売に要する原価に、販  

売費及び一般管理費、営業利益、流通経費並びに消費税及び地方消費税相  

当額を加えた額を薬価とする算定方式（当該算定について、「医療用医薬品  

の薬価基準収載等に係る取扱いについて」（平成18年 月   日医改発第  

号、保発第   号）1（1）②に基づく資料の提出があった場合であ  

って、必要があると認められるときは、当該資料を勘案し計算された額を  

薬価とするもの）をいう。  

23 補正加算   

補正加算とは、類似薬効比較方式（Ⅰ）で算定される新規収載品に対し  

て行われる画期性加算、有用性加算（Ⅰ）、有用性加算（Ⅱ）、市場性加算  

－ 6 －   



（Ⅰ）、市場性加算（Ⅱ）及び小児加算をいう。  

24 画期性加算   

画期性加算とは、次の要件を全て満たす新規収載品に対する別表2に定  

める算式により算定される額の加算をいう。  

イ 臨床上有用な新規の作用機序を有すること。  

ロ 類似薬に比して、高い有効性又は安全性を有することが、客観的に示   

されていること。  

ハ 当該新規収載品により、当該新規収載品の対象となる疾病又は負傷の   

治療方法の改善が客観的に示されていること。  

25 有用性加算（Ⅰ）  

有用性加算（Ⅰ）とは、画期性加算の3つの要件のうち2つの要件を満た  

す新規収載品（画期性加算の対象となるものを除く。）に対する別表2に定  

める算式により算定される額の加算をいう。  

26 有用性加算（Ⅱ）   

有用性加算（Ⅱ）とは、次のいずれかの要件を満たす新規収載品（画期性  

加算又は有用性加算（Ⅰ）の対象となるものを除く。）に対する別表2に定め  

る算式により算定される額の加算をいう。  

イ 類似薬に比して、高い有効性又は安全性を有することが、客観的に示   

されていること。  

ロ 製剤における工夫により、類似薬に比して、高い医療上の有用性を有   

することが、客観的に示されていること。  

ハ 当該新規収載品により、当該新規収載品の対象となる疾病又は負傷の   

治療方法の改善が客観的に示されていること。  

27 市場性加算（Ⅰ）   

市場性加算（Ⅰ）とは、次の要件を全て満たす新規収載品に対する別表2  

に定める算式により算定される額の加算をいう。  

イ 薬事法第77条の2の規定に基づき、希少疾病用医薬品として指定さ   

れた新規収載品であって、対象となる疾病又は負傷に係る効能及び効果   

が当該新規収載品の主たる効能及び効果であること。  

ロ 当該新規収載品の主たる効能及び効果に係る薬理作用類似薬がないこ   

と。  
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28 市場性加算（Ⅱ）   

市場性加算（Ⅱ）とは、次の要件を全て満たす新規収載品（市場性加算  

（Ⅰ）の対象となるものを除く。）に対する別表2に定める算式により算定  

される額の加算をいう。  

イ 当該新規収載品の主たる効能及び効果が、日本標準商品分類に定めら   

れている薬効分類のうち、市場規模が小さいものとして別に定める薬効   

に該当すること。  

ロ 当該新規収載品の主たる効能及び効果に係る薬理作用類似薬がないこ   

と。  

29 小児加算  

小児加算とは、次の要件を全て満たす新規収載品（市場性加算（Ⅰ）又  
は市場性加算（Ⅱ）の対象となるものを除く。）に対する別表2に定める算  

式により算定される額の加算をいう。  

イ 当該新規収載品の主たる効能及び効果又は当該効能及び効果に係る用  

法及び用量に小児（幼児、乳児、新生児及び低出生体重児を含む。以下  

同じ。）に係るものが明示的に含まれていること。  

ロ 当該新規収載品の主たる効能及び効果に係る薬理作用類似薬（当該効  

能及び効果に係る用法及び用量に小児に係るものが明示的に含まれてい  
るものに限る。）がないこと。  

30 外国平均価格調整   

外国平均価格調整とは、外国平均価格（組成及び剤形区分が新規収載品  

と同一であって、規格及び使用実態が当該新規収載品と類似している外国  

（アメリカ合衆国、連合王国、ドイツ及びフランスに限る。）の薬剤の国別  

の価格（当該国の薬剤に係る価格表に収載されている価格をいう。）を相加  

平均した額をいう。以下同じ。） が計算できる場合において、類似薬効比  

較方式（Ⅰ）、類似薬効比較方式（Ⅱ）若しくは原価計算方式による算定値  

（補正加算を含む。）が、外国平均価格の2分の3に相当する額を上回る  

場合（組成、剤形区分及び製造販売業者が同一の複数の新規収載品が同時  

に薬価収載される場合であって、当該新規収載品のうち一以上が当該要件  

を満たす場合を含む。）又は類似薬効比較方式（Ⅰ）若しくは原価計算方式  
による算定値（補正加算を含む。）が、外国平均価格の4分の3に相当する  

額を下回る場合（組成、剤形区分及び製造販売業者が同一の複数の新規収  

載品が同時に薬価収載される場合であって、当該新規収載品のうち一以上  

が当該要件を満たす場合を含み、次のいずれかに該当する場合を除く。）に、  

別表3に定めるところにより当該算定値を調整した額を当該新規収載品の  
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薬価とする調整方式をいう。  

イ 組成、剤形区分及び製造販売業者が同一の汎用新規収載品と非汎用新  

規収載品とが同時に薬価収載される場合であって、次のいずれかに該当  

する場合  

（イ）類似薬効比較方式（Ⅰ）又は原価計算方式による汎用新規収載品の  
算定値（補正加算を含む。以下同じ。）が当該汎用新規収載品の外国平  

均価格を上回り、かつ、類似薬効比較方式（Ⅰ）又は原価計算方式に  

よる非汎用新規収載品の算定値（補正加算を含む。以下同じ。）が当該  

非汎用新規収載品の外国平均価格を下回る場合  

（ロ）類似薬効比較方式（Ⅰ）又は原価計算方式による汎用新規収載品の  
算定値が当該汎用新規収載品の外国平均価格を下回り、かつ、類似薬  

効比較方式（Ⅰ）又は原価計算方式による非汎用新規収載品の算定値  
が当該非汎用新規収載晶の外国平均価格を上回る場合  

（ハ）類似薬効比較方式（Ⅰ）又は原価計算方式による一の非汎用新規収  

載品（以下「特定非汎用新規収載品」という。）の算定値（補正加算を  

含む。）が特定非汎用新規収載品の外国平均価格を上回り、かつ、類似  

薬効比較方式（Ⅰ）又は原価計算方式による特定非汎用新規収載品以  
外の非汎用新規収載品の算定値（補正加算を含む。）が当該非汎用新規  

収載品の外国平均価格を下回る場合  

（ニ）類似薬効比較方式（Ⅰ）又は原価計算方式による非汎用新規収載品  
の算定値が当該非汎用新規収載品の外国平均価格の4分の3に相当す  

る額を下回り、かつ、類似薬効比較方式（Ⅰ）又は原価計算方式によ  
る汎用新規収載品の算定値が当該汎用新規収載品の外国平均価格の4  

分の3に相当する額以上である場合  

ロ 外国平均価格が1ケ国のみの価格に基づき算出されることとなる場合  

ハ 外国の薬剤の国別の価格が2ケ国以上あり、そのうち最高の価格が最  

低の価格の5倍を上回る場合（類似薬効比較方式（Ⅰ）又は原価計算  

方式による算定値（補正加算を含む。）が当該最高の価格を除いた外国  

平均価格の4分の3に相当する額を下回る場合を除く。）  

31規格問調整   

規格間調整とは、次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に規定する薬  

価及び有効成分の含有量の関係と、非汎用新規収載品の薬価及び有効成分  

の含有量の関係とが、別表4に定める当該非汎用新規収載品の類似薬の規  

格問比と同じとなるように非汎用新規収載品の薬価を算定する調整方式を  

いう。  

イ 組成、剤形区分及び製造販売業者が当該非汎用新規収載品と同一の最   

類似薬がない場合  

汎用新規収載品の薬価及び有効成分の含有量の関係  
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ロ 組成、剤形区分及び製造販売業者が当該非汎用新規収載品と同一の最   
類似薬がある場合  

最類似薬の薬価及び有効成分の含有量の関係  

32 市場実勢価格加重平均値調整幅方式   

市場実勢価格加重平均値調整幅方式とは、薬剤の市場実勢価格、消費税  

率及び薬剤流通の安定性を考慮した別表5に定める算式により行う原則的  

な薬価の改定方式をいう。  

33 再算定   

再算定とは、薬価算定の前提となった条件が大きく異なったと認められ  

る際に、市場実勢価格加重平均値調整幅方式に代えて、薬価改定の際に、  

適用される市場拡大再算定、効能変化再算定、用法用量変化再算定及び不  

採算品再算定をいう。  

第2章 新規収載品の薬価算定  

第1部 新薬の薬価算定  

第1節 類似薬がある新薬の場合  

1 新薬が補正加算の対象となる場合  

イ 薬価算定の原則   

当該新薬の最類似薬（以下「新薬算定最類似薬」という。）を比較薬と  

して、類似薬効比較方式（Ⅰ）によって算定される額（共同開発その他の  

理由により、組成及び剤形が同一の新薬算定最類似薬が複数となる場合  

には、それぞれについて類似薬効比較方式（Ⅰ）によって算定される額を  

当該新薬算定最類似薬の年間販売量で加重平均した額）に、補正加算を  

行った額を当該新薬の薬価とする。  

口 外国平均価格調整   

当該新薬について、外国平均価格調整を行う要件に該当する場合には、  

これにより調整される額を薬価とする。   

ただし、新薬算定最類似薬が、当該新薬と組成、剤形区分及び製造販  
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売業者が同一の場合を除く。  

ハ 規格間調整   

イ及びロに関わらず、組成、剤形区分及び製造販売業者が同一の汎用  

新規収載品と非汎用新規収載晶とが同時に薬価収載される場合には、非  
汎用新規収載品に該当するものの薬価については、次の数値を用いた規  

格間調整により算定する。  

（イ）当該新薬の有効成分の含有量  

（ロ）イ及びロにより算定される当該汎用新規収載品の薬価及び有効成  

分の含有量  

（ハ）類似薬の規格間比  

2 新薬が補正加算の対象にならない場合  

（1）組成が当該新薬と同一の薬理作用類似薬（当該新薬の主たる効能及び   

効果に係るものに限る。）がない場合  

イ 薬価算定の原則   

新薬算定最類似薬を比較薬として、類似薬効比較方式（Ⅰ）によって  

算定される額（共同開発その他の理由により、組成及び剤形が同一の  
新薬算定最類似薬が複数となる場合には、それぞれについて類似薬効  

比較方式（Ⅰ）によって算定される額を、当該新薬算定最類似薬の年間  

販売量で加重平均した額）を当該新薬の薬価とする。  

ロ 薬価算定の特例   

イに関わらず、新薬が次の要件を全て満たす場合には、類似薬効比  

較方式（Ⅱ）によって算定される額を当該新薬の薬価とする。  

（イ）当該新薬の薬理作用類似薬（当該新薬の主たる効能及び効果に  

係るものに限る。）の組成の種類が3以上であること。  

（ロ）当該新薬の薬事法第14条第1項又は第19条の2第1項の規  
定に基づく承認を受けた日が、当該新薬の薬理作用類似薬（当該  

新薬の主たる効能及び効果に係るものに限る。）のうち、最も早く  

薬価収載されたものの当該薬価■収載の日から起算して3年を経過  

した日以後であること。  

ハ 外国平均価格調整  
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当該新薬について、外国平均価格調整を行う要件に該当する場合に  

は、これにより調整される額を薬価とする。  

規格問調整   

イ又はロ及びハに関わらず、組成、剤形区分及び製造販売業者が同  

一の汎用新規収載品と非汎用新規収載品とが同時に薬価収載される場  

合には、非汎用新規収載品に該当するものの薬価については、次の数  

値を用いた規格問調整により算定する。  

（イ）当該新薬の有効成分の含有量  

（ロ）イ又はロ及びハにより算定される当該汎用新規収載品の薬価及  

び有効成分の含有量  

（ハ）類似薬の規格間比  

（2）組成が当該新薬と同一の薬理作用類似薬（当該新薬の主たる効能及び   

効果に係るものに限る。）がある場合  

① 組成、剤形区分及び製造販売業者が新薬と同一の新薬算定最類似薬   

がない場合  

イ 薬価算定の原則   

新薬算定最類似薬を比較薬として、類似薬効比較方式（Ⅰ）によって  

算定される額を当該新薬の薬価とする。   

ただし、共同開発その他の理由により、組成及び剤形が同一の新薬  

算定最類似薬が複数となる場合には、次の各号に掲げる区分に従い、  

当該各号に規定する額を当該新薬の薬価とする。  

（イ）組成、投与形態及び製造販売業者が当該新薬と同一の新薬算定最   

類似薬がある場合  

当該新薬算定最類似薬を比較薬として類似薬効比較方式（Ⅰ）によ   

って算定される額  

（ロ）組成、投与形態及び製造販売業者が当該新薬と同一の新薬算定最   

類似薬がない場合  

複数の新薬算定最類似薬それぞれについて類似薬効比較方式（Ⅰ）   

によって算定される額を当該新薬算定最類似薬の年間販売量で加重   

平均した額  

ロ 外国平均価格調整  
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当該新薬について、外国平均価格調整を行う要件に該当する場合に  

は、これにより調整される額を薬価とする。  

ハ 規格間調整   

イ及びロに関わらず、組成、剤形区分及び製造販売業者が同一の汎  

用新規収載品と非汎用新規収載品とが同時に薬価収載される場合には、  

非汎用新規収載品に該当するものの薬価については、次の数値を用い  

た規格間調整により算定する。  

（イ）当該新薬の有効成分の含有量  

（ロ）イ及びロにより算定される当該汎用新規収載品の薬価及び有効  

成分の含有量  

（ハ）類似薬の規格間比  

② 組成、剤形区分及び製造販売業者が新薬と同一の新薬算定最類似薬   

がある場合  

イ 薬価算定の原則   

当該新薬の薬価については、次の数値を用いた規格間調整により算  

定する。  
（イ）当該新薬の有効成分の含有量  

（ロ）当該新薬算定最類似薬の薬価及び有効成分の含有量  

（ハ）類似薬の規格間比  

第2節 類似薬がない新薬の場合  

イ 薬価算定の原則  

原価計算方式によって算定される額を新薬の薬価とする。  

ロ 外国平均価格調整   

当該新薬について、外国平均価格調整を行う要件に該当する場合に  

は、これにより調整される額を薬価とする。  

第2部 新規後発品の薬価算定  
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